
第３次福岡市教育振興基本計画策定検討委員会 

【第１回】 

 日時：令和６年５月 30日（木）10時 00分 

場所：教育委員会会議室 

－ 次 第 － 

１ 開会 

２ 委員紹介 

３ 委員長、副委員長選出 

４ 議題 

（１）第３次福岡市教育振興基本計画の策定について

（２）国の動向について

・「令和の日本型学校教育」の構築を目指して（中教審答申）

・第４期教育振興基本計画について

（３）第２次福岡市教育振興基本計画の振り返りについて

５ 閉会 

 【配付資料】 

資料１ 設置要綱 

資料２ 傍聴要領 

 資料３ 第３次福岡市教育振興基本計画策定検討委員会委員名簿 

資料４ 第３次教育振興基本計画の策定について 

（別紙）策定スケジュール 

資料５ 「令和の日本型学校教育」の構築を目指して（概要版） 

資料６ 第４期教育振興基本計画（概要版） 

資料７ 第２次福岡市教育振興基本計画の振り返り 

資料８ 第２次福岡市教育振興基本計画の振り返り（個票） 



第３次福岡市教育振興基本計画策定検討委員会設置要綱 

 

（趣 旨） 

第１条 この要綱は、第３次福岡市教育振興基本計画策定検討委員会（以下「検討委

員会」という。）の設置及び運営に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（所掌事務） 

第２条 検討委員会は、教育委員会が策定する第３次福岡市教育振興基本計画（以下

「次期計画」という。）の策定段階において、福岡市教育委員会教育長（以下「教

育長」という。）からの求めに応じ、専門的見地から助言等を行う。 

 

（委 員） 

第３条 委員は、次に掲げる者のうちから、教育長が委嘱する。 

 (１) 学識経験を有する者 

 (２) 子ども関係団体に所属する者 

 (３) 経済団体に所属する者 

 (４) 地域を代表する者 

 (５) 保護者を代表する者 

 (６) 学校関係者 

 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱の日から次期計画が策定されるまでとする。 

 

（委員長及び副委員長） 

第５条 検討委員会に委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選により選出する。 

３ 委員長は、検討委員会を招集し、検討委員会を主宰する。 

４ 副委員長は、委員長を助け、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

 

（会 議） 

第６条 検討委員会の会議は、公開とする。ただし、特別な理由があるときは、この

限りでない。 

 

（事 務） 

第７条 検討委員会に関する事務は、教育委員会総務部教育政策課において処理する。 

 

（補 則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、検討委員会の運営に関し必要な事項は、委員

長が定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和６年５月１日から施行する。 
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第３次福岡市教育振興基本計画策定検討委員会傍聴要領 

 

（趣 旨） 

第１条 この要領は、第３次教育振興基本計画策定検討委員会（以下「検討委員会」と

いう。）の会議の傍聴に際し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（受 付） 

第２条 傍聴の受付は、会議の開会予定時刻の 30 分前から開会予定時刻までの間行う

ものとする。 

２ 会議の傍聴を希望する者（以下「傍聴希望者」という。）は、受付にて、自己の氏

名及び住所若しくは所属名を受付名簿に記入し、係員の指示に従って、傍聴席に着か

なければならない。 

 

（定 員） 

第３条 傍聴人の定員は 10 人とする。ただし、委員長が必要があると認めるときはこ

れを変更することができる。 

２ 傍聴希望者が定員を超える場合は、抽選により傍聴人を決定するものとする。 

 

（入場の制限） 

第４条 次の各号のいずれかに該当する者は、入場することができない。 

（1） 酒気を帯びていると認められる者 

（2） 会議若しくは傍聴を妨害するおそれがあると認められる物品を携帯する者 

（3） 前２号に掲げる者のほか、会議を妨害し、又は他人に迷惑を及ぼすと認められ

る者 

 

（傍聴人の遵守事項） 

第５条 傍聴人は、会議の傍聴にあたり、次の事項を守らなければならない。 

（1） みだりに席を離れないこと 

（2） 会議場において発言しないこと 

（3） 会議場における発言に対し、拍手その他の方法により賛否を表明しないこと 

 （4） 飲食又は喫煙をしないこと 

 （5） 携帯電話、パソコン等の情報通信機器は音を発する機能を停止すること 

 （6） 他の傍聴人の迷惑になるような行為をしないこと 

 （7） 前各号に定めるもののほか、会議の妨げとなるような行為をしないこと 

 

（撮影及び録音） 

第６条 傍聴人は、傍聴席において写真等を撮影し、又は録音をしようとするときは、

あらかじめ委員長の許可を得なければならない。 
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（退場） 

第７条 傍聴人は、会議が傍聴に適さない議題に関する検討を行おうとする場合、又は

委員長から退場を命じられたときは、速やかに退場しなければならない。 

 

（傍聴人への指示） 

第８条 この要領に定めるもののほか、傍聴人は委員長の指示に従わなければならない。 

 

    附 則 

 この要領は、令和６年５月１日から施行する。 
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第３次福岡市教育振興基本計画策定検討委員会委員名簿 

 

※五十音順、敬称略 

氏 名 所  属 

生田
い く た

 淳一
じゅんいち

 福岡教育大学 教育学部 教育心理研究ユニット 教授 

石松
いしまつ

 あゆみ 福岡市立弥永西小学校 校長 

板谷
い た や

 芳
よ し

隆
た か

 福岡市立特別支援学校 清水高等学園 校長 

猪野
い の

 猛
たけし

 福岡商工会議所 理事・事務局長 

河野
か わ の

 麻沙
ま さ

美
み

 上越教育大学大学院 学校教育研究科 准教授 

呉羽
く れ は

 由美
ゆ み

 福岡市 PTA協議会 副会長 

重永
しげなが

 侑
ゆ

紀
き

 子ども NPOセンター福岡 代表理事 

徳永
とくなが

 豊
ゆたか

 福岡大学 人文学部 教育・臨床心理学科 教授 

西山
にしやま

 久子
ひ さ こ

 福岡教育大学大学院 教育学研究科 教授 

波多江
は た え

 貴志
た か し

 福岡市立東光中学校 校長 

福岡
ふくおか

 哲
て つ

朗
ろ う

 福岡市立博多工業高等学校 校長 

藤村
ふじむら

 裕一
ゆういち

 鳴門教育大学大学院 特命教授・教員養成 DX推進機構長 

（ 選任中 ） 福岡市自治協議会等７区会長会 
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第３次福岡市教育振興基本計画の策定について 

 

１ 計画の位置づけ 

・教育基本法第 17 条第２項に規定する「地方公共団体における教育の振興のた 

めの施策に関する基本的な計画」として策定 

・福岡市における教育の基本方針を示すものとし、個別具体の事業や取組事項に

ついては、毎年作成する教育委員会運営方針で示す。 

・福岡市基本計画のほか、福岡市こども総合計画など関連する各分野の計画との

整合を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 計画範囲 

  ・市立学校（小学校・中学校・特別支援学校・高等学校）における取組みを中心

とし、家庭・地域等の取組みも含めた教育に関する分野 

 

３ 計画期間 

  ・令和７（2025）年度～令和 11（2029）年度 （５年間） 

 

４ 計画の進行管理  

  ・地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 26 条第１項の規定に基づき毎年

行う「教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価」により進行管

理を実施 

 

５ 策定スケジュール 

  ・別紙のとおり 

教育基本法（抄） 

(教育振興基本計画) 

第 17条 政府は、教育の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、教育の

振興に関する施策についての基本的な方針及び講ずべき施策その他必要な事項につい

て、基本的な計画を定め、これを国会に報告するとともに、公表しなければならない。 

２ 地方公共団体は、前項の計画を参酌し、その地域の実情に応じ、当該地方公共団体に

おける教育の振興のための施策に関する基本的な計画を定めるよう努めなければならな

い。 



※上記のほか、各校長会や、市PTA協議会との意見交換を予定

　子どもの意見についても聴取予定

議
会
等

策
定
検
討
委
員
会

１０月 １１月 １２月

第３次福岡市教育振興基本計画　策定スケジュール
令和６年度 令和７年度

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 ４月 ５月 ６月１月 ２月 ３月

◆第１回（5/30）

・次期計画の策定について

・国の動向について

・現計画の振り返りについて

◆第２回（７月中旬）

・次期計画骨子案について

◆第３回（10月下旬）

・各施策について

・評価指標について

◆９月議会 報告

・現計画振り返り

・骨子案

◆２月議会 報告

・原案

◆６月議会

・報告

◆第４回（１月中旬）

・原案について

◆第５回（４月下旬）

・成案について

・パブコメ実施結果に

ついて

・パブコメへの対応案

について

◆５月

教育委員会会議

付議

・成案について

資料４ 別紙
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（生活習慣・学習定着度調査） 
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学校に行くのは楽しいと思う

児童生徒の割合

小学生 中学生

第２次福岡市教育振興基本計画の振り返りについて 

 

１ 全体 

  令和元年６月に第２次福岡市教育振興基本計画を 

策定した直後から、新型コロナウイルス感染症の感 

染拡大により、社会全般にわたって対策が講じられ 

学校教育においても臨時休業措置をはじめとした様  

々な制約を余儀なくされるなど、計画策定時には想  

定できなかった多大な影響が生じた。 

そのような中においても、感染拡大の防止と学び 

の継続の両立に向けてオンライン授業や動画教材を 

活用するなど様々な取組みを行い、「学校に行くの 

は楽しいと思う」1と回答した児童生徒の割合は平成 

29年度より上昇している。 

 

   

２ 分野別の振り返り 

（１）学びの姿・学力 

【主な取組み・現状】 

〇コロナ下における学びの保障と児童生徒の個に応じた学習の実現に向けて、1 人１台端

末の早期導入や児童生徒数に応じた通信回線の整備など ICT環境の整備を推進した。 

〇小中学校全学年で 35人以下学級の実施により、きめ細かな指導の充実を図った。 

〇学習指導員の配置やふれあい学び舎事業などの実施により、学習意欲の向上と学習内容

の定着を支援した。 

〇小学校５、６年生、中学校、特別支援学校にネイティブスピーカーを派遣し、小学校３、

４年生にゲストティーチャーを配置することで、児童生徒の英語によるコミュニケーシ

ョン力の向上を図った。 

〇公立夜間中学校「福岡きぼう中学校」を開校した。 

〇「協働的な学習の状況」2は目標値に達し、「児童生徒の授業内容に関する理解度」3のう

ち、国語は初期値より上昇しているが、算数・数学は初期値と同程度で推移。「学力の状

況」4は中学３年生の数学は初期値より上昇しているが、それ以外は低下している。 

                                                      
1 「学校に行くのは楽しいと思う」に肯定的に回答した児童生徒の割合（生活習慣・学習定着度調査） 

平成 29年度は小４、小５、中１、中２が対象。令和３年度以降は全学年が対象 
2 「友達との間で話し合う活動を通じて、自分の考えを深めたり、広げたりすることができる」に肯定的に回 

答した児童生徒の割合(生活習慣・学習定着度調査) 

3 「国語、算数・数学の授業の内容がよくわかるか」に肯定的に回答した児童生徒の割合(生活習慣・学習定 

着度調査) 

4 国語、算数・数学の正答率が全国平均正答率を上回っている児童生徒の割合(全国学力・学習状況調査) 

資料７ 
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〇「生徒の英語能力の状況」5は初期値から若干低下しているが、全国平均を大きく上回っ

ている。 

 

【課題や求められていること】 

〇児童生徒一人ひとりの課題に応じた個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実に向

けて、主体的・対話的で深い学びを実現する授業への転換が求められていることから、

教員が子どもの学びを支える伴走者としての役割を担っていくとともに、指導方法の改

善や指導力の向上、ICT環境のさらなる充実や教育データの活用が必要 

〇全国学力・学習状況調査等の結果を分析し、学校全体の課題として共有し、全教科での

授業改善に生かしていくことが必要 

〇日本語指導が必要な児童生徒が年々増加しており、適切な支援が行き届く指導体制等の

充実が必要 

 

（２）豊かな心・健やかな体 

【主な取組み・現状】 

〇学校司書の配置や学校図書館支援センターによる専門的支援により読書活動を推進した。 

〇小学校では「夢の課外事業」や「職業探求プログラム」を、中学校では「未来を切り拓

くワークショップ」や「職場体験学習」を実施し、職業的・社会的自立の基礎となる資

質・能力の育成を図った。 

〇令和３年度から再開した自然教室により自然体験活動に取り組むとともに、改訂した人

権教育指導の手引きに基づき各学校において人権教育を計画的に推進し、豊かな心の育

成を図った。 

〇授業の充実等に向けて、学校水泳指導における民間プールの活用モデル事業を実施した。 

〇児童生徒の「自尊感情の状況」6や「規範意識の状況」7は概ね向上し、「思いやりや人権

意識の状況」8については目標値に達したが「児童生徒の将来の夢や目標の状況」9は初期

値より低下している。 

〇児童生徒の「読書活動への意識」10は初期値より低下し、「１か月の読書量」は初期値と

同程度で推移している。 

〇「体力運動能力の状況」11については、小学校は初期値と同程度で推移し、中学校では初

期値より低下。「運動習慣の状況」12は小中学校ともに初期値より低下している。 

  

 

                                                      
5 英検３級相当以上の中学３年生の割合（英検ＩＢＡ） 
6 「自分にはよいところがあると思う」に肯定的に回答した児童生徒の割合(全国学力・学習状況調査) 
7 「学校のきまりを守っている」に肯定的に回答した児童生徒の割合(全国学力・学習状況調査) 
8 「人が困っているときに助けています」に肯定的に回答した児童生徒の割合(生活習慣・学習定着度調査) 
9 「将来に夢や目標を持っていますか」に肯定的に回答した児童生徒の割合(全国学力・学習状況調査） 
10 「読書が好きですか」に肯定的に回答した児童生徒の割合(生活習慣・学習定着度調査) 
11 総合得点の全国平均を 50とした場合の福岡市の児童生徒の値(体力・運動能力調査） 
12 「1週間の総運動時間が 60 分未満」の児童生徒の割合（体力・運動能力調査） 
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【課題や求められていること】 

〇学校での人権教育の組織的・計画的な取組みや、教員の人権意識及び指導力の向上を図

ることが必要 

〇各学校段階を通じた体系的・系統的なキャリア教育を推進するため、児童生徒が、学ぶ

ことと自己の将来とのつながりを見通しながら、社会的・職業的自立に向けて必要な資

質・能力を育成する取組みが必要 

○読書活動への意識の向上を図るため、児童生徒が年齢や発達段階に応じて読書に親しめ

る環境の整備が必要 

○運動が苦手な児童生徒も運動習慣の形成ができるよう、運動の楽しさやできる喜びを体

感できる取組みが必要 

 

（３）いじめ・不登校 

【主な取組み・現状】 

〇積極的な認知が進んだことによりいじめの認知件数は増加し、コロナ下による生活リズ

ムの乱れ等により不登校児童生徒数は増加している。 

〇いじめや不登校の未然防止・早期発見のため Q-U アンケートを小中学校の全学年に拡大

するとともに、スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカーなどの専門スタッ

フの配置拡充、教育支援員の配置、SNSの活用など教育相談・支援体制を充実した。 

〇問題行動等の未然防止、早期発見を図るため、学校ネットパトロールによるネット上の

問題のある書き込み等への対応を実施した。 

〇多様な学びの場を確保するため、教育支援センター（校外適応指導教室）を増設して全

区に設置するとともに、令和７年度の「学びの多様化学校」の開校に向けた教育課程等

の検討や施設の整備に取り組んでいる。 

〇児童生徒の「いじめに対する意識」13は目標達成に向けて順調に推移しているが、「不登

校児童生徒の復帰率」は初期値より低下しており、復帰までに期間を要するケースが増

加している。 

【課題や求められていること】 

〇いじめの未然防止、積極的な認知と早期の組織的対応、関係機関等との連携など、いじ

め防止対策推進法に基づいた対応の徹底が必要 

〇多様化する不登校の要因や背景、支援ニーズを把握し、多様な学びの場を確保するなど

個々の児童生徒に応じた適切な支援を講じることが必要 

 

（４）特別支援教育 

【主な取組み・現状】 

〇特別な支援を要する児童生徒数は増加傾向にあり、特別支援学校高等部の新設、特別支

援学級及び通級指導教室の増級や難聴の児童生徒の聴こえを補う補助装置の導入など環

                                                      
13 「いじめはどんな理由があってもいけないことだと思いますか」に肯定的に回答した児童生徒の割合 

(全国学力・学習状況調査) 
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境整備を進めるとともに、学校生活支援員の配置拡充やスクールバスの増便・乗車対象

の拡大などニーズに応じた支援の充実に取り組んだ。 

〇看護師を配置し、小中学校で医療的ケアが必要な児童生徒を受け入れるとともに、保護

者の負担軽減のため試行的に通学支援を開始した。 

〇「児童生徒への個別の支援」14、「組織的な支援体制の充実」15は初期値より上昇。「就労

率 16」については、５月時点で就労を希望した生徒が対象であるが、進路希望が多様化

し、職場実習の結果、就労移行支援事業所等に進み、数年後の就労を目指すなど進路を

変更する生徒が増加しており、初期値より低下している。 

【課題や求められていること】 

〇特別な支援を要する児童生徒一人ひとりの教育的ニーズに応じた学びの場の整備や、個

に応じた適切な指導・支援の充実が必要 

〇就労を希望する生徒の就労実現や就労した生徒の定着率向上に向けた更なる取組みが必

要 

 

（５）高校教育 

【主な取組み・現状】 

〇大学との連携など各学校の特色に応じた教育活動を推進。受験生の多様なニーズに応え

るために特色化選抜を導入した。 

〇専門学科を有する高等学校について、有識者会議を設置し、育成する人材、設置学科、

教育内容等のあり方について検討を開始した。 

〇「志願倍率の状況」17は初期値より低下しているが、「進路希望の実現に対する満足度（生

徒）」は初期値を超え９割近い数値となっている。 

【課題や求められていること】 

〇保護者や受験生のニーズに応えるため、各校の教育活動・内容の魅力をさらに高める取

組みが必要 

〇専門学科を有する高等学校については、果たすべき役割や求められる機能等について引

き続き検討を進めていくことが必要 

 

 

 

 

                                                      
14 「個別の教育支援計画及び個別の指導計画に沿った支援が行われているとともに、適切に引き継ぎができ

ているか」に「はい」と回答した教員の割合(教育委員会調査) 
15 「校内支援委員会で具体的な支援方法が決定されているか」に「はい」と回答した教員の割合(教育委員会 

調査) 

16 知的障がい特別支援学校高等部３年生で就労を希望している生徒（５月時点）の卒業時における、一般

企業と就労継続支援 A 型事業所への就労率 
17 志願倍率が県立高等学校平均倍率未満の学科数（全 14 学科） 
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（６）教育環境整備 

【主な取組み・現状】 

〇「福岡市学校施設長寿命化計画」に基づき、計画的な改修の実施や建替えに着手すると

ともに、児童生徒数が増加した学校施設の増築、定期点検に基づく校舎や附帯設備の整

備に取り組み、教育環境の維持を図っている。 

〇小中学校の特別教室の空調整備を完了するとともに、トイレの洋式化については計画的

に実施しており、目標達成に向けて着実に進捗している。 

〇学校規模適正化については、「福岡市立小・中学校の学校規模適正化に関する実施方針」

に基づき、学校の分離新設や増築など、教育環境の課題解決に向けた取組みを推進して

いる。 

〇「福岡市通学路交通安全対策プログラム」に基づき、通学路の点検・安全対策を実施す

るとともに、スクールガードによる登下校の見守りを実施した。 

〇「子どもを地域ではぐくむという意識の状況」18については、初期値より低下している。 

【課題や求められていること】 

〇学校施設の計画的な改修・建替え、学校規模の適正化など、安心して学習できる良好な

教育環境の整備が必要 

〇登下校時及び放課後における児童生徒の交通事故等を減少させるため、原因を分析し、

児童生徒に対する交通安全教室を実施するなど安全対策に継続的に取り組むことが必要 

 

（７）学校と地域・家庭の連携 

【主な取組み・現状】 

〇学生サポーター制度の活用や学校サポーター会議の活動を継続実施するとともに、学校

の情報を公開するため学校ホームページの充実に取り組んだ。 

〇家庭の教育力向上に向けて PTA と連携した事業や NPO と協働した不登校児童生徒の保護

者を支援する事業等を実施するとともに、地域において自主的・組織的に学習活動に取

り組む団体の育成・支援に取り組んだ。 

〇「学校情報の公開状況」19は初期値より上昇。「地域人材の活用」20については初期値より

低下している。 

○「基本的生活習慣の育成に対する意識」21は初期値より低下している。 

【課題や求められていること】 

〇学校の情報をより分かりやすく積極的に発信し、家庭・地域等へ情報を伝えるとともに、

地域全体で子どもたちを育む学校づくりが必要 

                                                      
18 「地域の人たちは子どもたちの登下校時や道であったときに声かけをしているか」に肯定的に回答した教

員・保護者の割合(教育意識調査） 
19 「学校ホームページなどで学校情報を積極的に公開しているか」に肯定的に回答した教員・保護者の割合

(教育意識調査) 
20 「地域の人材や施設などを活かした教育を工夫している」に肯定的に回答した教員の割合(教育意識調査) 
21 「家庭で子どもに対して早寝早起きなどの規則正しい生活をさせているか」に肯定的に回答した保護者の

割合(教育意識調査） 
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（８）教職員 

【主な取組み・現状】 

〇資質ある優秀な人材の確保のため、近隣大学と連携し、教員養成に取り組むとともに、

実践力を重視した特別選考を実施した。 

〇部活動指導員やスクール・サポート・スタッフなど多様な支援スタッフの配置・拡充や、

自動音声メッセージ機能付き電話の整備、学校の庶務事務システムの構築、デジタル採

点システム・高機能複合機の導入を行うとともに、11時間の勤務間インターバル制度の

導入による意識改革に取り組むなど、教員の負担軽減を図った。 

○教員の資質・能力の向上のため、「福岡市教員育成指標」に基づき経験年数に応じた研修

や ICT 活用指導力の向上に向けた研修等を実施するとともに、モデル校において ICT を

活用した教育実践事例を創出し、全校に展開した。 

〇「教員採用試験の受験者の状況（教員採用試験の競争率）」は初期値より低下しているが、

「教員が子どもと向き合う時間の確保の状況」22については、初期値より上昇している。 

○不祥事防止に関する研修を全学校で実施しており、「倫理意識の状況」23は、初期値より

上昇している。 

 【課題や求められていること】 

〇全国的に採用倍率が低下する中、教師の役割の変化も踏まえ、教員の養成・採用手法の

改善を図っていく必要がある。また、新卒者・若年者の増加を踏まえ現場における実践

力の育成や育児休業増加に対応する環境整備が必要 

〇教員の時間外在校等時間の状況は一定程度改善したが、依然として長時間勤務の教員が

多い実態があるため、引き続き「福岡市立学校働き方改革推進プログラム」に基づく教

員の負担軽減に取り組み、教員が子どもと向き合う時間や自らの業務を磨く時間を確保

できる環境づくりが必要 

○教員が時代の変化に応じて求められる資質・能力を身に付けることができるよう、継続

的に新しい知識・技能を学び続けることができる環境づくりが必要 

○依然として、懲戒免職事案が生じており、コンプライアンスの推進に向けて、引き続き、

教職員一人ひとりの当事者意識の向上と、学校と教育委員会が一体となった不祥事防止

の取組みの推進が必要 

 

                                                      
22 「教員が子どもと接する時間が確保されているか」に肯定的に回答した教員の割合(教育意識調査） 
23 「公務員倫理や服務義務について、十分に理解している」に「そう思う」と回答した教職員の割合(教育委

員会調査） 
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第２次福岡市教育振興基本計画の振り返り（施策個票） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策 1   確かな学力の向上                P1 

施策 2   豊かな人権感覚と道徳性の育成          P2 

施策 3   健やかな体の育成                P3 

施策 4   いじめ・不登校等の未然防止・早期対応      P4 

施策 5   特別支援教育の推進               P5 

施策 6   魅力ある高校教育の推進             P6 

施策 7   グローバル社会を生きるキャリア教育の推進    P7 

施策 8   読書活動の推進                 P8 

施策 9   チーム学校による組織力の強化          P9 

施策 10   学校と家庭・地域等の連携強化           P10 

施策 11   素質ある優秀な人材の確保             P11 

施策 12   教職員の資質・能力の向上・活性化         P12 

施策 13   コンプライアンスの推進              P13 

施策 14   安心して学ぶことができる教育環境の整備      P14 

施策 15   教員が子どもと向き合う環境づくり         P15 

施策 16   子どもの安全確保に向けた取組みの推進       P16 

施策 17   家庭・地域等における教育の推進          P17 
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肯定的回答：64.0% 

施策 1  確かな学力の向上 
 

●主な取組み 

・小中学校の全学年で 35人以下学級を本格実施（R4nd～） 

・学習指導員の配置（R5nd～） 

・小学校で放課後補充学習を行う「ふれあい学び舎事業」を実施 

（H28nd～※R2～4ndは休止。R5nd再開） 

・全市立学校の普通教室に無線 LAN環境、プロジェクタを整備 

指導者用タブレット PCを整備（R1～2nd） 

・児童生徒１人１台端末の整備（R2nd） 

・独自の教育専用クラウド「福岡 TSUNAGARU Cloud」の構築（R1nd） 

・「教育データ連携基盤」の構築に向けた検証等に着手（R4nd～） 

・日本語指導が必要な児童生徒に対する指導・支援 

・外国人就学状況調査の実施（R2nd～） 

・公立夜間中学「福岡きぼう中学校」の開校（R4nd） 

 

●評価指標 

 

 

 

●課題や求められていること 

「児童生徒の協働的な学習の状況」は目標値に達している。「児童生徒の授業内容に関する理解度」

は、国語は初期値より上昇しており、算数・数学は同程度で推移している。一方、「児童生徒の学力

の状況」は、中学校３年生の数学以外は初期値より低下している。 

保護者からの評価については肯定的回答が 64％となっており一定の評価を得ていると考えられる

が、今後も、各学校の課題を明らかにした上で自校の状況に応じた学力向上の取組みを進めるととも

に、児童生徒一人ひとりの課題に応じた学力向上の取組みの一層の充実を図っていく必要がある。  

●保護者の評価（R5nd実施） 

 

 
指標の見方 

目標値H29　→　R5

目標値に達している 目標値に近づいている 同程度で推移している 初期値より低下している

児童生徒の協働的な学習の状況
（生活習慣・学習定着度調査）

「学級の友達との間で話し合う活動を通じ
て、自分の考えを深めたり、広げたりする
ことができる」という設問に対し、「当て
はまる」「どちらかといえば当てはまる」
と回答した、児童生徒の割合

小５
児童

目標値に達している
63.5% → 82.1%

81%

中２
生徒

目標値に達している
72.2% → 88.1%

82%

児童生徒の学力の状況
（全国学力・学習状況調査）

国語、算数・数学の正答率が、全国平均正
答率を上回っている児童生徒の割合

小６
児童

初期値より低下している
国語：55.4% → 51.8%

国語
65%

初期値より低下している
算数：54.2% → 49.3%

算数
65%

中３
生徒

初期値より低下している
国語：62.0% → 60.4%

国語
70%

目標値に近づいている
数学：48.7% → 55.2%

数学
65%

目標値に近づいている
国語：77.2% → 81.5%

国語
82%

同程度で推移している
数学：72.1% → 72.6%

数学
80%

児童生徒の授業内容に関する理
解度（生活習慣・学習定着度調
査）

「国語や算数・数学の授業の内容がよくわ
かるか」という設問に対し、「当てはま
る」「どちらかといえば当てはまる」と回
答した、児童生徒の割合

小５
児童

目標値に近づいている
国語：78.4% → 84.７%

国語
87%

同程度で推移している
算数：81.1% → 80.3%

算数
88%

中２
生徒
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肯定的回答：77.0% 

施策 ２  豊かな人権感覚と道徳性の育成 

 

●主な取組み 

・すべての市立学校において、地域の伝統文化や福祉、環境、

国際理解など、特色ある教育活動を実施 

その中で、基本的にすべての小中学校において「がんの教育」

を実施 

・小学校５年生、中学校１年生を対象とした自然教室を実施 

（R2nd は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止） 

・人権教育指導の手引きを改訂（R5nd） 

・各学校において人権教育の全体計画及び年間指導計画を作

成し、人権教育を着実に推進 

・人権読本「ぬくもり」の活用。人権教育研修の充実 

 

 

 

 

●評価指標 

 

 

●課題や求められていること 

「児童生徒の自尊感情の状況」は、小中学校ともに上昇傾向にあり、「児童生徒の規範意識の状況」

は、小中学校ともに 90％を上回る高い数値となっている。 

「児童生徒の思いやりや人権意識の状況」は、小中学校いずれも目標値に達している。 

「人権教育の視点を取り入れた授業の取組状況」は、初期値より上昇している。 

また、保護者からの評価については、肯定的回答が 77％となっており、高い評価を得ていると考

えられる。 

いじめや差別的発言などの人権に関わる事象の早期発見及び未然防止のため、効果的な取組みが

求められており、今後も、学校での人権教育の組織的・計画的な取組みや、教員の人権意識及び指導

力の向上を図る必要がある。  

●保護者の評価（R5nd実施） 

 

目標値H29　→　R5

児童生徒の自尊感情の状況
（全国学力・学習状況調査）

「自分にはよいところがあると思う」の設
問に対し、「当てはまる」「どちらかとい
えば当てはまる」と回答した児童生徒の割
合

小６
児童

目標値に近づいている
79.3% → 84.2%

90%

中３
生徒

目標値に近づいている
73.5% → 83.6%

87%

児童生徒の規範意識の状況
（全国学力・学習状況調査）

「学校のきまりを守っている」という設問
に対し、「当てはまる」「どちらかといえ
ば当てはまる」と回答した児童生徒の割合

小６
児童

同程度で推移している
93.2% → 92.8%

97%

中３
生徒

目標値に達している
94.5% → 97.2%

97%

人権教育の視点を取り入れた授
業の取組状況（教育意識調査）

あなたの学校では「人権教育の視点が取り
入れられた授業が行われている」という設
問に対し「とても当てはまる」「どちらか
といえば当てはまる」と回答した教員の割
合

教員
目標値に近づいている

86.7% → 89.1%
100%

児童生徒の思いやりや人権意識
の状況（生活習慣・学習定着度
調査）

「人が困っているときに助けています」の
設問に対し、「当てはまる」「どちらかと
いえば当てはまる」と回答した児童生徒の
割合

小５
児童

目標値に達している
83.7% → 91.9%

90%

中２
生徒

目標値に達している
84.6% → 90.8%

90%
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施策 ３  健やかな体の育成 

 

●主な取組み 

・小・中・特別支援学校に向けた教員研修会を実施するとともに、

希望する小学校に体育の実技指導員を派遣 

・学校水泳指導における民間プールの活用モデル事業を実施

（R4nd）・部活動指導員、部活動支援員の配置を拡充 

・小・中・特別支援学校において、栄養教諭・学校栄養職員と学

級担任等が連携した食に関する指導を継続的に実施 

 

 

 

 

 

●評価指標 

 

●課題や求められていること 

「児童生徒の体力運動能力の状況」は小学校では初期値と同程度で推移し、中学校では低下してい

る。「児童生徒の運動習慣の状況」は小中学校ともに減少している。新型コロナウイルス感染症の影

響が落ち着き、運動を行う機会は増えてきたが、体力に関してはまだ低下している状態であると考え

られる。 

食育に関しては、「栄養バランスに配慮した食生活の実践状況」は目標値を達成しているが、「朝食

欠食の状況」については、初期値より低下している。 

保護者評価については、肯定的評価が 70％を超えており、高い評価を得ているが、今後とも、教

員への研修を充実させ、児童生徒が運動の楽しさを体感することができる体育の授業づくりに努め

るなど、体力向上の取組みを推進するとともに、校長を中心とした食育指導体制の整備や栄養教諭等

による食育の更なる推進を図る必要がある。  

肯定的回答：74.5% 

●保護者の評価（R5nd実施） 

 

 

目標値H29　→　R5

※1 R3から、「『好ききらいをしないで、栄養バランスを考えながら食事をしている』という

設問に対し、『あてはまる』・『どちらかといえば、あてはまる』と回答した児童生徒の割合」 

栄養バランスに配慮した食生活
の実践状況（福岡市教育委員会
調査）

「栄養のバランスを考えて食べる」という
設問に対し、「はい」と答えた児童生徒の
割合※1

小５
児童

目標値に達している
52.3%（H28） → 78.7%

60%

中２
生徒

目標値に達している
39.6%（H28） → 78.4%

50%

朝食欠食の状況
（全国学力・学習状況調査）

「朝食を毎日食べていますか」という設問
に対して、「あまりしていない」「全くし
ていない」と回答した児童生徒の割合

小６
児童

初期値より低下している
6.2% → 7.8%

5%

中３
生徒

初期値より低下している
8.3% → 10.0%

5%

児童生徒の運動習慣の状況
（体力・運動能力調査）

１週間の総運動時間６０分未満の児童生徒
の割合

小５
児童

初期値より低下している
9.9% → 13.3%

8%

中２
生徒

初期値より低下している
15.1% → 22.4%

13%

中２
男子

初期値より低下している
50.5 → 49.2

52

中２
女子

初期値より低下している
49.9 → 48.6

52

児童生徒の体力運動能力の状況
（体力・運動能力調査）

総合得点の全国平均を50とした場合の福岡
市の児童生徒の値

小５
男子

同程度で推移している
50.6 → 50.2

52

小５
女子

同程度で推移している
49.1 → 49.0

52
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肯定的回答：46.4% 

施策 ４  いじめ・不登校等の未然防止・早期対応 

 

●主な取組み 

・スクールソーシャルワーカーをすべての市立学校に週１

～２日配置 

・スクールカウンセラーをすべての市立学校に週１～２日 

（週８時間）配置 

・教育相談コーディネーターをすべての中学校区に配置 

・スクールロイヤーを配置（R5nd） 

・Q-U アンケートの実施を小・中学校の全学年に拡大（R5nd） 

・ＳＮＳを活用した教育相談体制を構築 

（R1nd※R4ndから本格実施） 

・ひきこもり傾向にある児童生徒が交流するオンラインルームを

開設（R5nd） 

・学びの多様化学校の開設準備（R5nd） 

・動画教材利用のためのアカウントを無償提供（R5nd） 

・教育支援員を小学校 28校に配置（R6nd） 

・教育支援センター（校外適応指導教室）を全区に増設（R6nd） 

・「いじめゼロサミット」を継続して開催 

・学校ネットパトロール事業の実施 

 

●評価指標 

 

●課題や求められていること 

「いじめに対する意識」については、目標達成に向け順調に推移している。 

「不登校児童生徒の復帰率」については、令和２年度まで向上していたが、令和３年度以降減少

している。一方で、登校には至らないものの、表情が明るくなった、友達と話すようになったなど

の好ましい変化が見られるようになった不登校児童生徒の割合である改善率は向上（R３：19.5％

→R４：23.4％）しているが、復帰までに期間を要するケースが増加している。 

保護者からの評価については、肯定的回答が約半数となっており、「わからない」の回答の割合

が 36％と高くなっている。これは、教育委員会や学校の取組みが保護者に伝わりにくいことが原因

の一つであると考えられる。 

引き続き、教育相談コーディネーターを中心として、スクールカウンセラーやスクールソーシャ

ルワーカーが教員と連携し、いじめ・不登校の未然防止・早期対応に係る取組みを推進するととも

に、多様な学びの場を確保していく必要がある。また、児童生徒や保護者が取組みや制度など必要

な情報を入手することができるよう、ホームページ・広報紙などを活用した、より効果的な情報発

信が求められている。  

●保護者の評価（R5nd実施） 

 

不登校児童生徒の復帰率
（福岡市教育委員会調査）

「不登校児童生徒」のうち「指導の結果登
校する、またはできるようになった児童生
徒」の割合

児童
生徒

初期値より低下している
49.2% → 28.6%(R4)

65%

いじめに対する意識
（全国学力・学習状況調査）

「いじめはどんな理由があってもいけない
ことだと思いますか」という設問に対し
て、「当てはまる」「どちらかといえば、
当てはまる」と回答した児童生徒の割合

児童
生徒

目標に近づいている
94.6% → 96.7%

97%

目標値H29　→　R5
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肯定的回答：55.1% 

※１ 小・中・高・特支の校長及び特別支援教育コーディネーター 

※２ 就労希望の知的障がい特別支援学校高等部卒業生 

施策 ５  特別支援教育の推進 

 

●主な取組み 

・特別支援学級及び通級指導教室を整備 

特に、自閉症・情緒障がい特別支援学級を大幅に拡大（R5nd） 

・就労支援に特化した特別支援学校高等部を新設（R5.4 月清水 

 高等学園開校、R7.4月城浜高等学園開校予定） 

・学校生活支援員の配置を拡充 

・難聴の児童生徒の聴こえを補う補助装置を導入（R4nd） 

・肢体不自由の児童生徒を安全に介助するための介助アシス

トスーツを導入（R4nd） 

・小中学校に看護師を配置し、医療的ケアが必要な児童生徒の

受け入れを開始（R1nd） 

・医療的ケアが必要な児童生徒の通学を支援（R5nd） 

・スクールバスの増便・乗車対象の拡大 

 

●評価指標 

 

 

●課題や求められていること 

「個別の教育支援計画及び個別の指導計画に沿った支援が行われるとともに、適切に引き継ぎが

できているか」、「校内支援委員会で具体的な支援方法が決定されているか」については、目標達成に

向けて初期値より上昇している。 

「就労率」については、初期値より低下している。これは、A 型事業所への就労を希望していた生

徒が、実習の結果、同一法人が運営する就労移行支援事業所や B 型事業所に進路先を変更したケー

スや、自立訓練を経験した後に就労を目指すことになったケースなど本人・保護者の進路希望がより

多様化したことによるものと考えられる。 

保護者からの評価については、肯定的回答が約 55％と半数を超えており、一定の評価を得ている

ものと考えられる。一方、「わからない」との回答が 35％を超えているが、これは、令和４年度時点

では学習参観や学校行事等に一定の感染症対策が必要であり、障がいのある児童生徒の状況や取組

みについて知る機会が十分でなかったことが原因であると考えられる。 

引き続き、一人ひとりの教育的ニーズに応じた適切な指導及び必要な支援を行うため、多様な学び

の場の整備、教育環境の充実を図る必要がある。 

また、現場実習の機会の確保など、就労を希望する生徒の就労実現に向けた取組みを推進していく

必要がある。 

●保護者の評価（R5nd実施） 

 

目標値H29　→　R5

チームとしての組織的な支援体
制の充実（福岡市教育委員会調
査）

「校内支援委員会で具体的な支援方法が決
定されているか」の設問に対し、「はい」
と回答した割合

教諭等
※１

目標値に近づいている
84.5% → 93.6%

95%

専門的かつ連続性のある指導・
支援の展開（福岡市教育委員会
調査）

「個別の教育支援計画及び個別の指導計画
に沿った支援が行われるとともに、適切に
引き継ぎができているか」の設問に対し、
「はい」と回答した割合

教諭等
※１

目標値に近づいている
87.5% → 94.0%

95%

知的障がい特別支援学校高等部3年生で就労
を希望している生徒（5月時点）の卒業時の
就労率

卒業生
※２

初期値より低下している
96.4% → 75.0%

100%
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とても満足して

いる
22.4%

まあ満足して

いる 69.3%

あまり満足

していない
7.2%

まったく満足し

ていない 1.0%

肯定的回答：91.7% 

施策 ６  魅力ある高校教育の推進 

 

●主な取組み 

・特色化選抜を実施（R4nd 入学者選抜） 

・専門学科を有する市立高校のあり方に関する検討（有識者会議

の開催など）に着手（R5nd） 

・教員の専門技術取得、技術力向上のための研修派遣 

・就職希望者に対応するための企業訪問や大学等と連携した取

組みを充実 

・拠点校へ進路指導員を配置し、求人開拓・情報提供・助言等の

進路指導支援を実施 

・市立高校合同紹介リーフレットやホームページ、SNS を活用し

た広報 

 

 

 

 

●評価成果指標 

 

●課題や求められていること 

「進路希望の実現に対する満足度」は、初期値より上昇している。 

保護者からの評価は肯定的回答が 91.7％となっており、高い評価が得られているが、「志願倍率の

状況」は、初期値より低下している。 

そのため、保護者や受験生のニーズに応える、各校の教育活動・内容の魅力をさらに高める取組み

を進めるとともに、教育内容を見直し、その成果について効果的な広報活動を行っていく必要があ

る。 

  

●保護者の評価（R5nd実施） 

 

目標値H29　→　R5

志願倍率の状況
（福岡市教育委員会調査）

志願倍率が県立高等学校平均倍率未満の学
科数（全14学科）

－
初期値より低下している

5学科(30nd入学)
 → 9学科(6nd入学)

０学科

進路希望の実現に対する満足度
（福岡市教育委員会調査）

「進路指導は、進路目標の達成に役立って
いるか」という設問に対して、「とてもそ
う思う」「ややそう思う」と回答した生徒
の割合

高１
～
高３
生徒

目標値に近づいている
87.0% → 91.8％

95%
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施策 ７  グローバル社会を生きるキャリア教育の推進 

 

●主な取組み 

・小学校では「夢の課外事業」や「職業探究プログラム（動画活用授業）」を実施 

・中学校では「未来を切り拓くワークショップ（動画活用授業）」を実施 

・すべての中学校において職場体験学習を実施（R2nd～R4nd：新型コロナウイルス感染症の拡大防止

のため中止） 

・小学校５、６年生、中学校、特別支援学校にネイティブスピーカー（外国人英語指導講師）を配置 

・小学校３、４年生に英語を母語とするか英語が堪能なゲストティーチャーを配置 

・中学校３年生を対象に英語チャレンジテストを実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●成果指標 

 

 

●課題や求められていること 

「児童生徒の将来の夢や目標の状況」は、全国と同様に低下している。 

「生徒の英語能力の状況」は、初期値より低下しているものの、文部科学省が設定している目標

値（50％）を超えている。 

保護者からの評価については、キャリア教育の設問で肯定的回答が約 33％となっているが、これ

は新型コロナウイルス感染症拡大防止のために、職場体験学習を中止したことが影響していると考

えられる。英語教育については、肯定的回答が半数以上となっており、一定の評価が得られている

と考えられる。 

今後も、将来に夢や希望を持ち、新しいことにチャレンジする意欲を育成する取組みや勤労観・

職業観の形成や進路選択決定などにつながるキャリア教育の充実が必要である。 

また、教員の外国語の指導力向上に向けた研修の充実を図る必要がある。 

  

●保護者の評価（R5nd実施） 

 

肯定的回答 50.5% 肯定的回答 32.9% 

生徒の英語能力の状況（英検
IBA）

英検３級相当以上の中学３年生の割合
中３
生徒

初期値より低下している
66.2% → 65.2%

75%

児童生徒の将来の夢や目標の状
況
（全国学力・学習状況調査）

「将来の夢や目標を持っていますか」の設
問に対して、「当てはまる」「どちらかと
いえば当てはまる」と回答した児童生徒の
割合

小６
児童

初期値より低下している
86.1% → 81.0%

89%

中３
生徒

初期値より低下している
73.6% → 69.5%

75%

目標値H29　→　R5
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施策 ８  読書活動の推進 

 

●主な取組み 

・学校司書を小学校、中学校、特別支援学校（６学級以下の小規

模校を除く。）に配置 

・学校図書館支援センターの職員による専門的な支援や、調べ学

習支援用図書の貸出しを実施 

・「TSUNAGARU Cloud」を活用した小学生読書リーダー養成講座

の実施 

・絵本月間等児童書に関する行事を開催 

・スタンバード文庫の補充や読み聞かせ講座など、公民館におけ

る子ども読書活動を支援 

・福岡市子ども読書活動推進計画（第 4次）を策定（R4nd） 

 

 

 

 

●評価指標 

 

●課題や求められていること 

「児童生徒の読書活動への意識」、「教科との関連を図る取組み」は初期値より低下しており、「読

書量調査」は初期値と同程度で推移している。 

保護者からの評価については、肯定的回答が否定的回答を上回っているものの、「わからない」の

回答も約 20％あり、学校の取組みが十分伝わらなかったことが原因であると考えられる。 

新型コロナウイルス感染症の影響により、学校図書館を活用した授業が十分に実施できなかった

ことなどもあるが、今後も、読書量の増加や読書活動への意識の向上を図るため、引き続き、読書活

動の大切さについての広報・啓発に取り組むとともに、学校図書館を活用した授業実施を推進するた

め、学校司書や司書教諭等を対象とした研修を充実させ、各学校の効果的な取組みの共有を図るな

ど、読書活動の推進に向け一層取り組んでいく必要がある。  

  

肯定的回答：44.0% 

●保護者の評価（R5nd実施） 

 

目標値H29　→　R5

教科との関連を図る取組み
（福岡市教育委員会調査）

「図書館資料を活用した授業が計画的に行
われていますか」との設問に対し、肯定的
回答を行った校長の割合

小学
校長

初期値より低下している
85.0% → 72.4%

90%

中学
校長

初期値より低下している
42.0% → 30.0%

90%

初期値より低下している
70.6% → 61.9%

90%

読書量調査（福岡市教育委員会
調査、毎年11月の１か月間を調
査）

１か月間の平均読書量

児童
同程度で推移している
15.8冊 → 15.1冊

17冊

生徒

児童生徒の読書活動への意識
（生活習慣・学習定着度調査）

「読書が好きですか」との設問に対し、肯
定的回答を行った児童生徒の割合

小５
児童

初期値より低下している
80.2% → 78.7%

90%

中２
生徒

同程度で推移している
2.8冊 → 2.3冊

4.5冊
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肯定的回答：53.0% 

施策 ９  チーム学校による組織力の強化 

 

●主な取組み 

・スクールソーシャルワーカーをすべての市立学校に週１～２日

配置 

・スクールカウンセラーをすべての市立学校に週１～２日 

（週８時間）配置 

・教育相談コーディネーターをすべての中学校区に配置 

・部活動指導員、部活動支援員の配置を拡充 

・学校生活支援員の配置を拡充 

 

 

 

 

 

 

 

 

●評価指標 

 

 

 

 

 

●課題や求められていること 

評価指標は 95％を超え、初期値と同程度で推移している。 

保護者からの評価については、肯定的回答が約 53％となっており、一定の評価が得られていると

考えられる。一方で、「わからない」との回答が約 30.4％となっており、これは、校内等での個別の

対応は関係者以外には分かりづらいことが要因の一つであると考えられる。 

引き続き、教育相談コーディネーターを中心として専門スタッフと連携しながら、学校の組織力の

強化を図り、いじめ・不登校・虐待・貧困等の様々な課題の解決に取り組んでいく必要がある。 

  

●保護者の評価（R5nd実施） 

 

目標値H29　→　R5

中学
校長

同程度で推移している
95.8% → 95.3%

100%

学校が組織として対応すべき課
題等についての共有化の取組状
況（全国学力・学習状況調査）

「学校全体の学力傾向や課題について、全
教職員の間で共有していますか」との設問
に対し、「よくしている」「どちらかとい
えばしている」と回答した校長の割合

小学
校長

同程度で推移している
97.2% → 97.9%

100%
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施策 10  学校と家庭・地域等の連携強化 

 

●主な取組み 

・教育委員会と協定を締結した大学（R5nd：20 大学）が派遣する大学生を、学生サポーターとして

学校で受入れ、授業や課外活動の補助、休み時間の交流など、様々な教育活動を支援 

・各学校において学校サポーター会議を年３回程度実施 

・コミュニティ・スクールについて検討 

・学校教育に対する理解と関心を深めるため、学校公開を実施（R2～4ndは新型コロナウイルス感染

症の影響のため中止） 

・学校ホームページの作成・更新に関する支援体制を整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●評価指標 

 

●課題や求められていること 

「学校情報の公開状況」については、教員・保護者のいずれも初期値より上昇しているが、保護者

の方は目標値との間に差がある。 

「地域人材の活用状況」について、教員の回答は初期値より低下しており、保護者の評価では肯定

的回答が約半数を占めているものの、「わからない」が約 30％を占めるなど、保護者に具体的な取組

みが伝わっていないと考えられる。 

引き続き、学校情報の積極的な情報発信を行うとともに、学校サポーター会議等の場を活用するな

ど、地域との連携に関する理解を深めるような取組みを検討していく必要がある。 

  

●保護者の評価（R5nd実施） 

 

肯定的回答：57.2% 肯定的回答：49.4% 

目標値H29　→　R5

保護者
目標値に近づいている

47.4% → 48.6%
60%

地域人材の活用状況
（教育意識調査）

「地域の人材や施設などを活かした教育を
工夫している」の設問に対し「よく当ては
まる」「どちらかといえば当てはまる」と
回答した教員の割合

教員
初期値より低下している

72.3% → 62.7%
80%

学校情報の公開状況
（教育意識調査）

「学校ホームページなどで学校情報を積極
的に公開しているか」の設問に対し「よく
当てはまる」「どちらかといえば当てはま
る」と回答した教員、保護者の割合

教員
目標値に近づいている

74.1% → 78.0%
80%
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施策 11  資質ある優秀な人材の確保 

 

●主な取組み 

・近隣 15 大学と「教員養成にかかる連携・協力協定」を締結（R2nd）。実践的な教育実習や指導主事

等を派遣した講義など、学生の資質・能力向上に向けた取組みを実施 

・一般選考とは別に、協定締結大学の学生を対象とする教育実習評価及び大学の推薦に基づく「大学

連携特別選考」や、本市講師等を対象とする勤務評価を活用した「教職経験特別選考」を実施（R4nd） 

・教職員を目指す高校生を増やすため、県内全ての高校１年生に対して、教員の魅力や教員となるま

での道のりなどを紹介するパンフレット等を配布 

 

 

●評価指標 

 

 

●課題や求められていること 

「教員採用試験の受験者数の状況」については、全国的な教員志願者の減少に加え、福岡市では、

児童生徒数の増加傾向が続き、特別支援学級の増加や国の定数改善などによる大量採用が続いてい

る状況もあり、引き続き厳しいものとなっているが、新たに教職経験特別選考試験、大学連携特別選

考試験を実施したことで、一定の倍率を維持し、また、実践力の高い優秀な人材を確保できている。 

今後も、全国的に採用倍率が低下する中において、資質ある優秀な人材や教師の役割の変化を踏ま

えた多様な専門性や背景を有する人材の確保のため、大学と連携・協力して教員を志望する学生の養

成をより充実させるとともに、採用選考の改善を図っていく必要がある。 

また、近年の大量採用に伴う新卒者、若年者の増加を踏まえ、実践力の育成や育児休業取得者の増

に対応できる環境整備が求められる。 

  

6.5倍
教員採用試験の受験者数の状況
（福岡市教育委員会調査）

教員採用試験の競争率（受験者数÷合格者
数）の確保

受験者
初期値より低下している

3.4倍 → 2.７倍

目標値H29　→　R5
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肯定的回答：71.5% 

施策 12  教職員の資質・能力の向上・活性化 

 

●主な取組み 

・社会や学校を取り巻く状況の変化等を踏まえ、「福岡市教員育

成指標」を適宜改訂。これに基づく各種研修を実施 

・経験年数研修に「20年次研修」「30年次研修」を新設（R5nd） 

・オンライン双方型研修やオンデマンド型研修など研修形態を工夫 

・教員の ICT 活用指導力の向上を図るため、複数の研修講座を実施 

・リーダー、ミドルリーダー育成を目的として、職能研修におい

て「マネジメント」の内容を導入 

・モデル校において ICTを効果的に活用した教育実践事例を創出

し、全市へ展開する「ICT を活用した教育実践事例創出事業」

を実施 

・「第３次福岡市立学校教職員心の健康づくり計画」（R1nd 策定）

に基づき、研修による心の病への予防対策や、復職者が円滑に

業務遂行できるよう支援体制を整備 

 

 

●評価指標 

 

●課題や求められていること 

保護者の評価については、肯定的回答が 70％を超えており、教員の学習指導や学級運営に対する

工夫や努力が保護者に伝わっているものと考える。 

研修の効果のうち「研修の成果を教育活動に反映させているか」については、令和４年度から調査

項目がなくなり、令和３年度の数値であるが、コロナ禍の影響もあって初期値より低下しているもの

の、研修講座実施後の受講者アンケートにおける満足度は 98.96％であった。今後も、個別の課題や

ニーズに応じて選択できる研修の充実や、研修形態の工夫を一層図ることが必要である。 

また「授業中に ICTを活用して指導する能力」については、数値は上昇傾向にあるものの、目標値

には到達していないため、ICT活用指導力の向上を図る実践的な研修の充実を図っていく必要がある。 

「精神疾患による病気休職者の状況」については、初期値より上昇しており、近年休職者が増えて

いる経験年数の短い教職員への予防的対策に取り組むなど、引き続きメンタルヘルス対策の充実を

図る必要がある。 

  

●保護者の評価（R5nd実施） 

 

目標値H29　→　R5

小学
校長

初期値より低下している
89.6% → 61.6% (R3)

95%

中学
校長

初期値より低下している
85.7% → 60.8% (R3)

90%

精神疾患による病気休職者の状
況
（福岡市教育委員会調査）

精神疾患による病気休職者の教職員に占め
る割合

教職員
初期値より低下している

0.70% → 1.05%
0.45%

研修の効果
（文科省調査）

「授業中にICTを活用して指導する能力」の
設問に対し、「わりにできる」「ややでき
る」と回答した教員の割合

教員
目標値に近づいている
62.8% → 71.9% (R4)

80%

研修の効果
（全国学力・学習状況調査）

「教職員は、校内外の研修や研究会に参加
し、その成果を教育活動に積極的に反映さ
せているか」の設問に対し、「よくしてい
る」「どちらかといえばしている」と回答
した校長の割合



13 
 

施策 13  コンプライアンスの推進 

 

●主な取組み 

・犯罪心理の専門家等の意見を踏まえて作成した研修プログラムを取り入れた不祥事防止研修を夏

季休業期間中に実施 

・不祥事ごとのテーマを絞った資料を隔月で作成・配付し、「１０分研修」として全学校で実施 

・教育委員会事務局職員が、学校及び共同学校事務室を訪問し、服務規律に関する研修を実施 

・体罰の根絶に向け、年次研修や校内研修、部活動指導者連絡会等において指導、研修を実施。また、

改訂した懲戒処分の指針に基づき、体罰に対して厳格に対応 

 

 

●評価指標 

 

●課題や求められていること 

「倫理意識の状況」は、初期値より上昇しているが、依然として、懲戒免職となる事案が生じてお

り引き続き、各学校が抱える課題に応じた不祥事防止やコンプライアンス推進のための取組みを選

択・実施できる環境を整備し、各学校が主体的にコンプライアンス推進に取り組む組織風土づくりを

行うなど、コンプライアンス推進に向けた教職員一人ひとりの当事者意識の向上を図り、学校と教育

委員会が一体となって不祥事防止の取組みを推進していく必要がある。 

  

目標値H29　→　R5

倫理意識の状況
（福岡市教育委員会調査）

「私は、公務員倫理や服務義務について、
十分に理解している」の設問に対し、４段
階評価のうち最も高い「そう思う」と回答
した教職員の割合

教職員
目標値に近づいている

65.6%(H30) → 74.0%(R4)
95%
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肯定的回答：73.4% 

施策 14  安心して学ぶことができる教育環境の整備 

 

●主な取組み 

・福岡市学校施設長寿命化計画に基づき、老朽化対策として大規

模改造を計画的に実施 

・原則築年数の古い順に学校施設の建替えに着手（R5nd～） 

・児童生徒数の増加等に伴い、教室等の不足が見込まれる学校施

設について、増築等を実施 

・トイレの洋式化を計画的に実施 

・小・中学校の特別教室への空調整備が完了（R4nd） 

・「福岡市立小・中学校の学校規模適正化に関する実施方針」に基

づき、教育環境の課題解決に向けた取組みを推進(H31nd 照葉北

小学校開校、R5nd 西都北小学校開校、R6nd 照葉はばたき小学校

開校） 

・第 3給食センター稼働開始（R2nd） 

 

 

 

●評価指標 

 

●課題や求められていること 

「小中学校におけるトイレの改修率」については、目標達成に向け順調に推移している。 

保護者からの評価については、肯定的回答が約 73%となっているものの、トイレの洋式化・乾式化

については早期解決の要望を受けているため、目標値の達成に向けて、今後も着実に整備を進めてい

く。 

また、学校施設の計画的な改修や空調整備、学校規模の適正化など、引き続き、子どもたちが安心

して学習できる良好な教育環境の整備を進めていく必要がある。 

  

●保護者の評価（R5nd実施） 

 

トイレの洋式化の推進
（福岡市教育委員会調査）

小中学校におけるトイレの改修率（洋式
化、乾式化）

学校
施設

目標値に近づいている
58.0% → 83.0%

87%

目標値H29　→　R5
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肯定的回答：69.3% 

施策 15  教員が子どもと向き合う環境づくり 

 

●主な取組み 

・「福岡市立学校教職員の業務改善のための実施プログラム(H30nd

策定)」及び「福岡市立学校における働き方改革推進プログラム

(R4nd 策定)」に基づき、教職員の長時間勤務の解消や業務改善に

向けた各種取組みを推進 

・部活動指導員、スクールカウンセラーなど専門スタッフの配置を

拡充（R1nd～） 

・共同学校事務室を全市展開（R1nd～） 

・スクール・サポート・スタッフを配置（R2nd） 

・学習指導員を配置（R5nd） 

・スクールロイヤーを配置（R5nd～） 

・部活動指導員、スクールカウンセラーなど専門スタッフの配置を

拡充 

・共同学校事務室を全市展開（R1nd） 

・全校に自動音声メッセージ機能付き電話を導入（R2nd～R3nd） 

・教職員庶務事務システムや高等学校の校務支援システムを導入 

（R4nd） 

・デジタル採点システム・高機能複合機の導入（R5nd） 

・学校閉庁日の拡充（R2nd～R4nd） 

・11 時間の勤務間インターバル制度を導入し、教職員の休息時間

を確保（R4nd） 

 

 

●評価指標 

 

●課題や求められていること 

保護者からの評価については、肯定的回答が約 70％となっており、多忙な中においても教員が子

どもと向き合い指導しようとする努力が保護者に伝わっていると考えられる。 

「教員が子どもと向き合う時間の確保の状況」は、初期値より上昇しているが目標値には達してお

らず、また、教員の時間外在校等時間の状況は一定程度改善したが、依然として長時間勤務の教員が

多い実態があるため、引き続き「福岡市立学校働き方改革推進プログラム」に基づく教員の負担軽減

に取り組み、教員が子どもと向き合う時間や自らの業務を磨く時間を確保できる環境づくりを推進

していく。 

「調査・報告文書の状況」は、前年度との比較では、調査・報告文書の数は減少しているものの、

目標値には達成していないため、引き続き、調査内容の見直しや、学校への照会・通知文書の取扱い

に関するガイドラインの周知徹底など、改善を図っていく必要がある。 

 

  

目標値H29　→　R5

●保護者の評価（R5nd実施） 

 

調査・報告文書の状況
（福岡市教育委員会調査）

教育委員会が学校に発信する調査・報告文
書の数

－
目標値に近づいている
251件 → 234件(R4)

226件

教員が子どもと向き合う時間の
確保の状況（教育意識調査）

「教員が子どもと接する時間が確保されて
いるか」の設問に対し、「とても当てはま
る」「どちらかといえば当てはまる」と回
答した教員の割合

教員
目標値に近づいている

54.1% → 60.6%
65%
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肯定的回答：78.4% 肯定的回答：54.3% 

施策 16  子どもの安全確保に向けた取組みの推進 

 

●主な取組み 

・「福岡市通学路交通安全対策プログラム」に基づき、通学路における危険箇所の点検及び安全対策

を実施 

・全小・中・高等学校で交通安全教室を実施 

・各学校で、学校の危機管理マニュアルに基づき、火災や風水害、地震や津波などに対応する訓練を

計画的に実施 

・小学校１年生の入学時及び転入時に防犯ブザー・防犯笛を配付 

・保護者や地域のボランティアによるスクールガードが学校の巡回や登下校の見守りを実施 

・スクールガードリーダーによる学校巡回指導や安全教室、防犯教室の実施 

・ネット上の問題のある書き込み等の検知し、リスクレベルに応じた対応を実施 

・教育委員会ホームページにインターネットトラブルに関する相談窓口を開設 

・インターネットの正しい使い方に関する啓発を学校、保護者、児童生徒に対し実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●評価指標 

 

●課題や求められていること 

保護者の評価では、「子どもを危険から守るため、地域と共に安全対策に取り組んでいるか』につ

いては肯定的回答が約 80％であり、スクールガードによる登下校の見守りなどの活動が評価につな

がったものと考えられる。 

「インターネットを介した子どもの被害防止に取り組んでいるか」については肯定的回答が半数

を超えているが、一方で、「わからない」が約 30％あり、学校ネットパトロール等の取組みが保護者

に十分に伝わっていないことが要因の一つだと考えられる。 

「子どもを地域ではぐくむという意識の状況」、「子どもの携帯電話の使用に関する保護者の意識」

は初期値より低下している。 

インターネットによる子どもの被害防止の取組みについては、引き続き、トラブル未然防止のため

の啓発資料を作成し、各学校で保護者懇談会等の機会に啓発資料を配付するなど、意識の向上に努め

る必要がある。加えて、学校ホームページに掲載するなど、広報の推進を図っていく必要がある。  

●保護者の評価（R5nd実施） 

 

目標値H29　→　R5

保護者
初期値より低下している

78.9% → 68.3%
90%

子どもの携帯電話の使用に関す
る保護者の意識（教育意識調
査）

「子どもの携帯電話の使用に際して、家庭
内でルールを設けている」の設問に対し、
「当てはまる」「どちらかといえば当ては
まる」と回答した保護者の割合

保護者
初期値より低下している

80.7% → 74.3%
90%

子どもを地域ではぐくむという
意識の状況（教育意識調査）

「地域の人たちは、子どもたちの登下校時
や道であったときに声かけをしているか」
の設問に対し、「当てはまる」「どちらか
といえば当てはまる」と回答した教員、保
護者の割合

教員
初期値より低下している

84.1% → 80.2%
90%



17 
 

施策 17  家庭・地域等における教育の推進 

 

●主な取組み 

・家庭の教育力向上に向け、基本的生活習慣定着の家庭向け学習会

や PTA との連携事業を実施 

・不登校対応の基本的な考え方を共有する「不登校セミナー」や 

不登校の相談を引き受ける「不登校ほっとライン」、学校での 

不登校保護者の会の開催支援など、NPOとの共働による不登校 

児童生徒の保護者支援事業を実施 

・家庭教育の重要性などに関する学習やその成果を実践する活動

に自主的・組織的に取り組む地域グループを育成・支援（学習活

動や啓発活動への助成、地域グループの学習会等への訪問、学習

活動に関する助言等） 

 

 

 

 

 

 

 

●評価指標 

 

 

●課題や求められていること 

「基本的生活習慣の育成に対する意識」については、初期値より低下しているが、入学説明会等を

活用した基本的生活習慣に関する学習会や、PTA と連携した「早寝早起き朝ごはん」啓発講演会・家

庭教育支援講座等については、例年、学校や参加者の満足度が高く、今後も、参加した保護者にとっ

て基本的生活習慣を学ぶために有意義な機会となるよう取り組む必要がある。 

保護者からの評価については、肯定的回答が約 39％となっているが、これは、令和５年度当初の

時点では、新型コロナウイルス感染症の影響により、まだ入学説明会等を活用した基本的生活習慣に

関する学習会の事業実施校が少なかったことが原因の一つと考えられる。引き続き、基本的生活習慣

に関する情報や学習会の機会を、PTA と連携して保護者に発信していく必要がある。 

 

肯定的回答：38.8% 

目標値H29　→　R5

●保護者の評価（R5nd実施） 

 

基本的生活習慣の育成に対する
意識（教育意識調査）

「家庭で子どもに対して、早寝早起きなど
の規則正しい生活をさせているか」の設問
に対し、「当てはまる」「どちらかといえ
ば当てはまる」と回答した保護者の割合

保護者
初期値より低下している

87.7% → 83.7%
95%
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